
2022年1月26日

2022年度予算案

住宅分野 電材関連補助金の概要

パナソニック株式会社 エレクトリックワークス社



© Panasonic Corporation

22022年度予算案のポイント

■経済産業省
・これまで通り、次世代ZEH+、ZEH-M(超高層)事業は継続。
・環境省事業(下記参照)と同様に補助単価は減額となる可能性もある。
(1/25時点情報はないが、環境省事業を見る限り可能性は高い)

■環境省
・これまで通り、ZEH、ZEH+、ZEH-M(低中高層)事業は継続。
・ZEH普及促進のため、件数増を優先して補助単価は減少となっている。

■国土交通省
・「住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業」が既存事業の拡充と新規事業
を含む新たな事業として予算案化され、「LCCM住宅整備推進事業」や「地域型住宅
グリーン化事業」、「住宅エコリフォーム」が当社事業と関連する。補正予算では
「こどもみらい住宅支援事業」により、ZEH等省エネ住宅への補助が実施される。
・「ZEHの普及拡大について国交省が最終責任を負う」との方針が、予算案にも反映
されたものとみられる。

・カーボンニュートラル（脱炭素化）に向けた取組みを積極推進
・経済産業省/環境省事業は継続、国土交通省事業が拡充されている
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3補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

住宅・建築物需給一体型
等省エネルギー投資促進
事業(次世代ZEH+)

【環境省】

大幅な省エネ実現と再エネの導入により、年間の一次エネルギー消
費量の収支ゼロを目指した住宅・ビルのネット・ゼロ・エネルギー化を
中心に、民生部門の省エネ投資を促進します。
①ネット・ゼロ・エネルギーハウス（ZEH：ゼッチ）の実証支援

80.9億円
（83.9億円）

民間企業
事業者等

HEMS
EV充電設備
太陽光発電
蓄電池
高効率空調
高効率換気
高効率給湯

戸建住宅におけるネット・ゼ
ロ・エネルギーハウス
（ZEH）化支援事業
【環境省・経済産業省・

国土交通省】

戸建住宅の高断熱化による省エネ・省CO2化を支援
①戸建住宅（注文・建売）において、ZEHの交付要件を満たす
住宅を新築するものに対する定補助
②ZEH以上の省エネ、設備の効率的運用等により再エネの自家
消費率拡大を目指した住宅（ZEH＋）に対する定補助
③上記に系統連系対応型蓄電池を設置等
④既存戸建住宅の断熱リフォームに対する補助、蓄電池、電気
ヒートポンプ式給湯機への別途補助

65.5億円
（65.5億円）

民間事業者等

HEMS
太陽光発電
蓄電システム
高効率照明
高効率空調
省エネ換気
高効率給湯

集合住宅の
省CO2化促進事業
【環境省・経済産業省】

集合住宅の省エネ・省CO2化、高断熱化を支援
①新築低層ZEH-M（3層以下）への定額補助
②新築中層ZEH-M（4～5層）への定率補助
③新築高層ZEH-M（6～20層）への定率補助

44.5億円
（44.5億円）

民間事業者等 蓄電池

既存住宅の
断熱リフォーム支援事業

【環境省】

既存住宅の高断熱化による省エネ・省CO2化を支援
①既存戸建住宅の断熱リフォームに対する補助、蓄電池、電気
ヒートポンプ式給湯機等への別途補助
②既存集合住宅の断熱リフォームに対する補助、熱交換型換気設
備等への別途補助（集合個別のみ）

15億円
民間事業者
（個人、管理
組合代表者）

蓄電池
電気ヒートポン
プ式給湯機
熱交換型換気
設備

※（ ）内は2021年度当初予算額
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4補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

こどもみらい住宅支援事業
【国土交通省】

子育て支援及び2050年カーボンニュートラルの実現の観点から、
子育て世帯や若者夫婦世帯による高い省エネ性能を有する新築住
宅の取得や住宅の省エネ基準に対して補助
高い省エネ性能を有する新築、一定のリフォームが対象

542億円
（新規）

民間事業者等

省エネ住宅
空気清浄・換
気機能付エア
コン（リフォーム
の場合）

LCCM住宅整備推進事業
【国土交通省】

LCCM住宅（戸建て住宅に限る）の新築について支援
設計費、建設工事費における補助対象工事の掛かり増し費用
補助要件：
・ZEHの要件を満たすこと
・再生可能エネルギーを除き、一次エネルギー消費量が現行の省エ
ネ基準値から25％削減されているもの
・ライフサイクル全体のCO2排出量を算定し、その結果が0以下

200億円
の内数
（新規）

民間事業者等

LED照明
高効率ヒートポ
ンプエアコン
ヒートポンプ給
湯器

地域型住宅グリーン化事業
【国土交通省】

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を
図るため、資材提供、設計、施工なとの連携体制により、地域材を
用いて省エネ性能等に優れた木造住宅（ZEH等）の整備等に対
して支援を行う

200億円
の内数

地域事業者グ
ループ

省エネ住宅
高効率照明
高効率空調
省エネ換気
高効率給湯

住宅エコリフォーム推進事業、
住宅・建築物省エネ改修推

進事業
【国土交通省】

カーボンニュートラルの実現に向け住宅・建築物ストックの省エネ化
を推進するため、地方公共団体の取組と連携して既存の住宅・建
築物の省エネ改修を効果的に促進するとともに、民間の取組を促
すため、住宅について高い省エネ性能への改修を行う場合は、期限
を区切って国が直接支援を行うことを可能とする
対象：省エネ診断、省エネ設計、省エネ改修（建替えを含む）

200億円
の内数
（新規）

民間事業者等
省エネ住宅
LED照明
高効率給湯器

※（ ）内は2021年度当初予算額
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5住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業(次世代ZEH+)

事業内容は2021年度と同様
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6戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業

補助単価引き下げ
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7集合住宅の省CO2化促進事業

補助単価引き下げ
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8既存住宅の断熱リフォーム支援事業

既存住宅向けの断熱リフォーム補助金（補正予算）



© Panasonic Corporation

9こどもみらい住宅支援事業

子育て世帯による高い省エネ性能を有する住宅取得支援補助金の新設
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●住宅・建築物のカーボンニュートラル推進のため、既存事業拡充＋新設事業にて「総合推進事業」として組成
●電材住宅市場には、①、②、⑤事業が関連

◆住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業



© Panasonic Corporation

11

新築のLCCM住宅に対する支援

◆住宅・建築物カーボンニュートラル推進総合事業のうち

①LCCM住宅整備推進事業
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12◆住宅・建築物カーボンニュートラル推進総合事業のうち

②地域型住宅グリーン化事業

地域における省エネ性能等に優れた木造住宅（ZEH等）に対する支援
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既存住宅の省エネ改修に対する支援を新設

◆住宅・建築物カーボンニュートラル推進総合事業のうち

⑤住宅・建築物省エネ改修推進事業・住宅エコリフォーム推進事業
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既存住宅の省エネ改修に対する支援を新設

◆住宅・建築物カーボンニュートラル推進総合事業のうち

⑤住宅・建築物省エネ改修推進事業・住宅エコリフォーム推進事業
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